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プロジェクト概要説明 報告内容1

グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト

１ 事業の位置付け 必要性について ＮＥＤＯ

報告者報告項目

１．事業の位置付け・必要性について ＮＥＤＯ

2．研究開発マネジメントについて ＮＥＤＯ

3．研究開発成果について ＰＬ

4．実用化・事業化に向けての見通し ＰＬ実用 事業 け 見通
及び取り組みについて

ＰＬ

ＰＬ：プロジェクトリーダ
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1 事業の位置づけ 必要性について1．事業の位置づけ、必要性について

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

社会的背景 （グリーンＩＴへの期待）3

ＩＴ機器システムの省エネ

経済産業省／グリーンIT推進協議会試算

（２００８）



グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

社会的背景 （増大する情報、消費電力）4

高度ＩＴ社会の本格的な到来に伴い、動画像の送配信や各種ＩＴサービスが普及、浸透

危機感の共有

社会で扱う情報量は２０２５年に約190倍
（情報爆発）

ＩＴ機器消費電力量が急増２０２５年に５倍
（エネルギー環境問題）

危機感の共有

（情報爆発） （エネルギ 環境問題）
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5 ITエネルギー需要予測ギ 需要予測

□ PCの普及率は86％に達し飽和。PC台数は増えない。PCのエネルギー効率は向上

ク ウド ピ グ 進 デ タ タ 需 増加□ クラウドコンピューティングの進展でデータセンター需要は増加

□ ネットワークトラフィックは年率40%で増加。

オンラインの高精細動画トラフィックが大半を占めるようになる。動

2500
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ＮＥＤＯが関与することの意義6

「新・国家エネルギー戦略(2006.5）」に基づくＣＯ２排出量削減という国家的な取り組み、
情報通信技術の公共性 民間企業だけによる開発の困難性 技術的英知の結集の必要性

★ＩＴ機器とネットワーク全体の省エネ化によるＣＯ２削減には、国家

情報通信技術の公共性、民間企業だけによる開発の困難性、技術的英知の結集の必要性
から、ＮＥＤＯプロジェクトとして取り組むことが必要

的な取り組みが必要

国民生活を支えるＩＴ分野の消費電力量を削減し、ＣＯ２排出量を削減することは、地球温暖
化対策として非常に需要であり、公益性のある取り組みである。対策 非常 需要 あり、 性 あ 取り組 あ 。

★我が国のＩＴ産業を支える技術の国際競争力確保

IT産業の省エネ技術の底上げを図り、国際競争力の強化に寄与する。

★個々の民間企業では、技術開発は困難

ＩＴ各機器の省電力化だけでなくネットワーク全体として、さらなる省電力の実現にはシステム
としての省電力化と長期的な取り組みが必須であり 民間企業単独ではリスクがある内容 市としての省電力化と長期的な取り組みが必須であり、民間企業単独ではリスクがある内容。市
場原理のみで低消費電力の推進を図ることは困難。

グリーンネットワーク・システム技術開発

ＮＥＤＯが関与すべき事業

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

グリーンＩＴプロジェクトにおける本事業の位置付け7

本事業
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事業の目的および意義8

目的：
期 期 年 超 期 年 を 据 省 ギ 効 高

目的：
期 期 年 超 期 年 を 据 省 ギ 効 高中期、長期(２０３０年）、超長期(２０５０年）を見据え、省エネルギー効果の高い

データセンタ・サーバ及びネットワーク・ルータの実用化促進を実現するための
基盤技術、要素技術の開発

中期、長期(２０３０年）、超長期(２０５０年）を見据え、省エネルギー効果の高い
データセンタ・サーバ及びネットワーク・ルータの実用化促進を実現するための
基盤技術、要素技術の開発

意義：
◆社会的責任

地球温暖化問題の解決

技術シーズ：

要素技術
光電気集積インタ ポ ザ

地球温暖化問題の解決
環境負荷の低い情報インフラ実現
社会システム全体の効率化

◆企業価値（市場ニ ズ）

光電気集積インターポーザー
高効率冷却技術
情報と電力ダイナミックフロー分析
直流電源システム
トラフ ク観測 予測技術◆企業価値（市場ニーズ）

高度化するＩＴ社会における企業のＩＴコスト削減
電力消費の最適化によるサービスビジネスの創出
ＩＴ／ネットワーク機器市場の競争力強化に貢献

トラフィック観測・予測技術
電力可視化技術
データ流量適応型性能制御技術

システム技術ＩＴサービス・プロダクト産業のグローバル競争力強化

◆技術価値（技術ニーズ）
グリーン化技術との融合（スマートコミュニティ）

システム技術
熱設計・冷却システム技術
電源システム技術
建物システム技術
相互関連単体技術システム化グリ ン化技術との融合（スマ トコミュニティ）

省エネ課金システムを可能とする見える化技術
技術評価及びモデル策定（省エネ診断技術）

相互関連単体技術システム化
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事業実施の効果9

◆省エネ効果量

(1)データセンタの総消費電力量は１５７億kWh  (2020年度)

(2012年度を99.4億kWhとして年5.9％増加として予測)

⇒３０％削減は約４７億kWhの削減

省エネルギ 効果 ４７億kWh (2020年度)省エネルギー効果 ４７億kWh (2020年度)

１８２万tCO2/年

(2)ネットワークの総消費電力量は４８１億kWh  (2020年度)

(2010年度を276億kWhとして年5.7％増加として予測)

⇒３０％削減は約１４４億kWhの削減

省エネルギ 効果 １４４億kWh (2020年度)省エネルギー効果 １４４億kWh  (2020年度)

５５８万tCO2/年
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国内外の研究開発の動向等（ベンチマーク）10

◆消費電力削減効果について◆消費電力削減効果について
・ＩＴ機器のエネルギー効率については、国内外において消費電力

削減効果が明確な数値の提示無しでアピールされている事例が多
い。

・本事業では、新しく開発した各要素技術を組み合わせた実証用
データセンタを構築するとともに、隣に従来型のデータセンタ
を併設し、同じ条件で比較することにより、消費電力削減効果
を明確な数値として提示。

（詳細は各テ マより報告）（詳細は各テーマより報告）

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

11

2 研究開発マネジメントについて2．研究開発マネジメントについて
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事業の目標12

ＩＴ機器の消費電力量の大半を占めるのは機器 消費電力量 大半を占 る

①データセンタ

②ネットワーク（ルータ）

「新・国家エネルギー戦略(2006.5）」に基づくＣＯ２排出量削減とい
う国家的な取り組みの一環としてう国家的な取り組みの 環として

①データセンタの年間消費電力量を３０％以上削減可能なエネルギー利用
の最適化を実現するデ タセンタに関する基盤技術の確立の最適化を実現するデータセンタに関する基盤技術の確立

②ネットワーク部分の年間消費電力量を３０％以上削減する革新的な省エ
ネルギー化を可能とするネットワーク・ルータに関する要素技術の確立ネルギ 化を可能とするネットワ ク・ル タに関する要素技術の確立
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技術的背景（必要とされる技術）13

開発･必要とされる省エネ技術 → ＩＴ機器の効率的運用による省エネ技術
ファシリティの省エネ技術

1. 冷却効率の向上・・・①

• 空気を介さない、直接冷却（抜熱）

バ クプレ ンを小さくして筐体内の風通しを良くする• バックプレーンを小さくして筐体内の風通しを良くする

2. 電源効率の向上・・・①

• 直流化により交直変換を減らす、高い送電電圧、最適な冗長度運転直流化 より交直変換を減らす、高 送電電圧、最適な冗長度運転

3. データストレージの効率向上・・・①

• 重複データの記録を一つにまとめる

4 要な機器は止める イド 状態は減らす ①4. 不要な機器は止める、アイドル状態は減らす・・・①

• 利用度に応じた、機器や情報の最適・動的配置

5. 省エネ指標を活用する・・・①5. 省エネ指標を活用する ①

• データセンタのPUE(Power Usage Effectiveness)よりも実態を反映した指標開発

6. ダイナミックな予測技術を利用する・・・②

• トラフィック量や電力などの変化を予測するアーキテクチャ
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事業目標と開発項目 （データセンタ側）14

■目標
データセンタの消費電力量を30％以上削減可能

■研究開発項目
①エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術の研究開発デ タセンタの消費電力量を30％以上削減可能

とするエネルギー利用の最適化を実現する基盤
技術の確立

①エネルギ 利用最適化デ タセンタ基盤技術の研究開発

ａ）サーバの最適構成とクラウド・コンピューティング
環境における進化する次世代アーキテクチャー検討

ア）将来の進化を想定した低消費電力
アーキテクチャーの開発…1-①

(*)【ｻｰﾊﾞｱｰｷﾃｸﾁｬ】共同研究(NEDO負担 ½)
イ）ストレージシステム向け省電力技術の開発…3-①
【ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ】共同研究(NEDO負担 ½)

ウ）クラウド・コンピューティング技術の開発…3,4-①

ｂ）最適抜熱方式の検討とシステム構成の開発…1-①,2-①
【抜熱】共同研究(NEDO負担 1/2と2/3)

研究開発成果を統合し、全体の効果として、各
構成技術を組み合わせた実証用データセンタを
「次世代モジュール型データセンタ」として構
築し 年間消費電力量を30％以上削減すること

ウ）クラウド ンピ ティング技術の開発 3,4 ①
(*)【ｸﾞﾘｰﾝｸﾗｳﾄﾞ】委託(NEDO負担 100%)

ｃ）データセンタの電源システムと最適直流化技術の開発
…4-①

(*)【電源】委託(NEDO負担 100%)

築し、年間消費電力量を30％以上削減すること
が可能であることを実環境で実証。

ｄ）データセンタのモデル設計と総合評価…5-①
【ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀﾓﾃﾞﾙ】委託(NEDO負担 100%)

(*)は平成21年度からの追加項目

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
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事業目標と研究開発項目（ネットワーク側）15

研究開発項目目標 ■研究開発項目

②革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術

の研究開発

■目標

ネットワーク部分の年間消費電力量を30％以上

削減できる革新的な省エネルギー化を可能とする

ネットワーク・ルータに関する要素技術の開発

ａ）ＩＴ社会を遠望した、情報の流れと
情報量の調査研究…6-②

【ﾄﾗﾌｨｯｸ調査】委託(NEDO負担 100%)

ｂ）情報のダイナミックフロー測定と
分析ツール及び省エネルギー型
ルータ技術の開発…6-②

【ﾙｰﾀ】委託(NEDO負担 100%)

ｃ）社会インフラとしてのネットワークの
モデル設計と総合評価…6-②

【ﾈｯﾄﾜｰｸﾓﾃﾞﾙ】委託(NEDO負担 100%)

・①トラフィック観測・予測・最適性能予測技術、
②データ流量適応型性能制御技術、③電力可視
化技術を確立し、これらの技術を用いていない化技術を確立し、 れらの技術を用 て な
場合との比較検証を実施

・消費電力の可視化を行い、定量的に削減量を明
示
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中間評価時プロジェクト全体スケジュール(5年間)16

Ｈ20年度
(1年目)

Ｈ21年度
(2年目)

Ｈ22年度
(3年目)

Ｈ23年度
(4年目)

Ｈ24年度
(5年目)

プロジェクト
中間評価 事後評価

8/20 H257/23
イベント

スタート
中間評価 事後評価

8/18

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ

研究項目 5

▲

研究項目 8
テーマの

▲

～追跡
評価

(1)抜熱技術：5→2ﾃｰﾏに絞り込み
(2)3研究開発項目追加

研究項目：5
(ﾃｰﾏ数：9)

研究項目：8
(ﾃｰﾏ数：9)

推移
評価

(2)3研究開発項目追加：
・ｱｰｷﾃｸﾁｬ
・ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ
・直流電源ｼｽﾃﾑ

事業
予算 研究開発項目 H20 H21 H22 H23 H24

①データセンタ 360 888 873 — —

②ネットワーク 823 980 682 — —

単位：
百万円
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公開

プロジェクト全体スケジュール(5年間)17

Ｈ20年度
(1年目)

Ｈ21年度
(2年目)

Ｈ22年度
(3年目)

Ｈ23年度
(4年目)

Ｈ24年度
(5年目)

プロジェクト
中間評価 事後評価

8/20 H25 .97/23
イベント

スタート
中間評価 事後評価

8/18

～追跡
評価4/1

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ

研究項目 5

▲

研究項目 8
テーマの

▲

(1)抜熱技術：5→2ﾃｰﾏに絞り込み
(2)3研究開発項目追加

評価4/1研究項目：5
(ﾃｰﾏ数：9)

研究項目：8
(ﾃｰﾏ数：9)

研究項目：8 (ﾃｰﾏ数：9)
委託研究：5
共同研究：3

推移

(2)3研究開発項目追加：
・ｱｰｷﾃｸﾁｬ
・ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ
・直流電源ｼｽﾃﾑ

12/1 中間評価結果を踏まえて

次世代モジュール型
デ タセンタ構築 (3テ マ)データセンタ構築 (3テーマ)

事業
予算 研究開発項目 H20 H21 H22 H23 H24

①データセンタ 360 888 873 616 1,070

②ネットワーク 823 980 682 731 633

単位：
百万円
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中間評価結果の反映（１／３）18

①事業の位置付け・
必要性

②研究開発
マネジメント

③研究開発成果 ④実用化・事業化
の見通し

2.9 2.1 2.0 1.6

ＮＥＤＯ評価基準：③+④≧3で合格 3.6：合格（満点は6.0）

評価のポイント
・殆どの項目で中間目標値またはそれを上回る成果をあげていることは・殆どの項目で中間目標値またはそれを上回る成果をあげていることは

十分評価できる。最終目標の達成も期待できる。
・研究目標、研究成果について、内外の研究動向の調査や技術の比較優

位性等について具体性 定量性をも て明示することが必要である位性等について具体性、定量性をもって明示することが必要である。
・省エネ化率の達成度を持って実用化の見通しが論じられているが、コ

スト、市場動向、競争戦略等を含めた事業化シナリオを立案すべきで
あある。

・技術の国際的なレベルを確認する作業も重要であり、知的財産権の取
得と合わせて、成果の普及にも努力して欲しい。試験を実施し、デバ
イス利用技術とシステム技術の検証を行って頂きたい。

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

中間評価結果の反映（２／３）19
0

★ＮＥＤＯは 中間評価の結果を踏まえつつ 実用化へ向けたより具★ＮＥＤＯは、中間評価の結果を踏まえつつ、実用化へ向けたより具
体的な検証を行うため、研究開発成果を統合して、各要素技術を組
み合わせた実証用データセンタの設置が必要であると判断し、「次
世代モジ ル型デ タセンタ を構築した世代モジュール型データセンタ」を構築した。

・同センタによる実証の結果、年間消費電力量を30％以
上削減することが可能であることを具体性、定量性を
も て明示したもって明示した。

・同センタ構築を通してテーマ間相互の技術的交流と統
合による課題抽出の機会を持つことができた。

タ 実証試験 実 時・同センタでの実証試験において実用化時の運用面の課
題を明確にすることができた。
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20 中間評価結果の反映（３／３）

★知的財産権の取得を推進
★国内外学会報告 寄稿 新聞発表等においても成果を発信★国内外学会報告、寄稿、新聞発表等においても成果を発信。
★NEDOによるプレス発表、展示会にて、成果の展開を実施。

プレス発表、CEATEC、省エネフォーラム、等
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0
2008 2009 2010 2011 2012

年度

0
2008 2009 2010 2011 2012

年度

0
2008 2009 2010 2011 2012

年度

研究項目①-ａ)-ア) 研究項目①-ａ)-イ) 研究項目①-ａ)-ウ)

研究項目①-ｂ） 研究項目①－ｂ） 研究項目①-ｃ)

研究項目①-ｄ） 研究項目②-ａ）&ｃ） 研究項目②-ｂ）
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研究開発実施体制（データセンタ側）21

PL 関口（産総研）NEDO

SPL： 西川（富士通）、橋本(NEC) 、伊藤（産総研）

データセンタ
ストレージ

サ バ
電源

【抜熱】 【ｻｰﾊﾞｱｰｷﾃｸﾁｬ】 【ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ】 【電源】 【ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀﾓﾃﾞﾙ】【ｸﾗｳﾄﾞ】開発項目：

日本電気 富士通日本電気
ＮＴＴ
コム

ＮＴＴ
ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ

サーバ

ＳＯＨＫi 日本電気

空調

産

産総研

ＩＩＪ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

産 総 研長崎大学

三菱電機

産 総 研

本電気

産総研 産 総 研

筑 波 大

長崎大学
(共同実施)

宇都宮大
(共同実施)

学名古屋大
(共同実施)

九 州 大
(共同実施)

産 総 研
（再委託）
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研究開発実施体制（ネットワーク側）22

PL 関口（産総研）NEDO

SPL： 林（ｱﾗｸｻﾗ）、工藤 (産総研)、三木(日立)

ﾈｯﾄﾜｰｸ

タ
ﾈｯﾄﾜｰｸ機器

開発項目： 【トラフィック調査】【省エネルータ】【ネットワークモデル】

日本電気 アラクサラ

ルータ

横河電機

日立 産

横河電機

九工大
(再委託)

産 総 研 産 総 研

名古屋大
学

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

研究開発の運営管理23

有識者有識者実施者実施者PL、サブPLPL、サブPLＮＥＤＯＮＥＤＯ

研究開発を推進するための委員会など

・予算配分等見直し
・実施計画の修正変更

年度実施方針策定

・実用化検討など出口戦略の確認
知財、標準化、事業化など共通課題

ＰＬ，ＳＰＬ会議 9回

プロジェクト・レビュー

定期的ヒヤリング

・進捗確認と実施計画内容の見直し 変更

プロジェクト レビュ

・実用化・事業化についてヒアリングを実施

技術委員会 ９回

・技術委員による開発技術成果や進捗状況など確認
研究開発進捗、目標達成度の確認

・進捗確認と実施計画内容の見直し、変更

・専門家による助言、アドバイスの実施
技術レベルや動向の見極めなど

現地委員会 ２回

グループ会議 ＤＣ側9回 ﾈｯﾄﾜ ｸ側6回

有識者委員会 電源

・実施者側で実施： 有識者からの助言、アドバイス

・開発項目ごとに実施
共通課題や評価法の
共有化など

グループ会議 ＤＣ側9回 、ﾈｯﾄﾜｰｸ側6回
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情勢変化への対応24

★ＮＥＤＯは、中間評価の結果を踏まえ、実用化・事業化★ＮＥＤＯは、中間評価の結果を踏まえ、実用化 事業化
を推進するため、当初の予定にはない「次世代モジュー
ル型データセンタ」及び「従来型データセンタ」を、７
億円の加速資金によって構築し、比較・実証を実施。

実 確

・電力供給側からの需給調整要求対

・実運用での課題の明確化。

電力供給側からの需給調整要求対
応の可能性も検証。

東日本大震災等による電力需給対策 の適応も視野★ 東日本大震災等による電力需給対策への適応も視野

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果の普及25

★プレス発表掲載
・次世代モジュール型データセンタ次世代モジュ ル型デ タセンタ

日経産業新聞、電気新聞、建設通信新聞、日刊建設工業新聞

★学会発表★学会発表
・全テーマ

情報処理学会、電子通信情報処理学会

★展示会出展(含む成果発表)
・全テーマ

ＣＥＡＴＥＣ、ＮＥＤＯ省エネルギーフォーラムＣＥＡＴＥＣ、ＮＥＤＯ省 ネルギ フォ ラム

★雑誌等掲載
・次世代モジュール型データセンタ

データセンター完全ガイド、電気評論、ＯＨＭ

★海外への発信
タ・ルータ

IEEE GLOBECOM 2009,2010 、IEEE GreenCom 2012等
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26

3 研究開発成果について3．研究開発成果について

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

目標設定の原点 （省エネの考え方）27

対2008年実績 対2020年見込み

データセンタ65億KWh

･ 既存技術の延長では、データセン
タ490億KWh、ネットワークルータ
800億KWhと予想されるので､その

消費
エネルギー

総量

タ タ 億
ネットワーク80億KWhの
30%減のレベルに抑制

DCの拡大率 トラフィッ

億 予想 ､そ
30%を抑制。

･予測には、極力客観指標を用いる。
･ 成果の社会への普及度に依存す

るが 主に技術として評価総量 DCの拡大率、トラフィッ

ク増加率から考えて不
可能

るが、主に技術として評価。
･ 要素技術の評価には､総量ではな

く密度での貢献値にも配慮

単位当たり

J/mips, bps システムではなくデバイスの効率表示になってしまう

単位当たり
エネルギー
消費密度

J/ラック、サーバ データセンターの充填率は、総重量（床加重）や総電気量で制
約される傾向があり、小型化、省エネ化で密度が大きく変化す
る/デ タセンタ るJ/データセンター
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開発目標（最終目標）と達成度 （データセンタ側）28

開発目標（最終目標） 達成内容 達成 今後の取り組み

◆省電力筐体ア キテクチャの検討

○；達成、◎；超過達成

サーバ
アーキ
テクチャ

データセンタの年間消費電力量を30%以
上削減可能とする、光電気集積イン
ターポーザーや筐体内光接続技術及び
ストレージシステム向け省電力技術、ク

ド ピ グ技術 うな

◆省電力筐体アーキテクチャの検討
->従来比30％の省電力化を達成
◆筐体内接続技術の開発
->10Gbps伝送に必要な光損失合計10dB以下を達成

○
・信頼性等の製品レ
ベル検証および出荷
見極め

ストレー ◆冗長性除去とデータ圧縮を組み合わせ ストレー 性能 信頼性を向上
ラウド・コンピューティング技術のような
要素技術を背景に、これらのインテグ
レーションを行い、低消費電力なサーバ
のアーキテクチャーに関する基盤技術
を確立、その省電力効果と実用性を実

ストレ
ジ
システム

◆冗長性除去とデ タ圧縮を組み合わせ、ストレ
ジの物理的な使用量を40%以上削減
->平均50%を超える冗長性除去率を達成

○
性能、信頼性を向上
し、プロダクトやサー
ビスへ適用検討中

グリーン・
◆統合システムを構築し従来比30%以上の省電力削
減と実用性を検証

○
成果を製品等の一部
機能として組み込み

を確立、その省電力効果と実用性を実
証

グリ ン
クラウド

減と実用性を検証
->各要素技術を適用した個別システムにて最大30%
以上の消費電力の削減を確認

○ 機能として組み込み
事業化

データセンタの年間消費電力量を30%以
上削減可能な高効率冷却システム技術

◆空調電力の省エネ50%->目標達成 ◎
DCニーズによる最適
設計・実用化開発

抜熱
上削減可能な高効率冷却システム技術
を開発し、データセンタ及びサーバにお
ける最適抜熱方式に関する基盤技術を
確立、その省電力効果と実用性を実証

◆サーバに組み込み65%以上のファン電力削減実証
->1Uサーバにて、ファン電力70%削減を実証済

○
サーバをはじめとし、
多くの電子機器への
搭載を目指す

データセンタの年間消費電力量を30%以 NTTグループ内で事
電源

デ タセンタの年間消費電力量を30%以
上削減可能な、データセンタ及びサー
バの電源システム最適直流化システム
を確立

◆想定交流モデルに対し、消費電力量を３０%以上削
減

◎

NTTグル プ内で事
業導入を開始し、今
後、国内データセンタ
へ導入拡大を目指す

開発成果を統合しエネルギー利用最適
◆開発成果を統合した次世代モジ ル型デ タセ 実運用に近い状態お

データ
センタ
モデル

化が図れる次世代データセンタ・サーバ
システムの検証モデルを設計、試作し、
データセンタ及びサーバにおける年間
消費電力量30%以上の削減を実証

◆開発成果を統合した次世代モジュール型データセ
ンタを構築し年間電力消費量の30%以上削減を実証
◆省エネルギー性を評価する指標として機能型PUE
を策定

○

実運用に近い状態お
よび日本各地での省
エネ効果の評価

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

開発目標（最終目標）と達成度（ネットワーク側）29

開発目標（最終目標） 達成内容 達成 今後の取り組み

○；達成、◎；超過達成

情報の流
れと
トラフィッ
ク調査

◆中・長・超長期的な将来における、ネットワークに
対する社会ニーズを満たすネットワークシステム、
機器、構成及び技術等を予測し、将来のネットワー
ク・ルータのあるべき姿を具体的に仕様づける

◆ネットワークモデルを策定し、将来
トラフィックとその影響を予測

○ －

◆４０Ｇｂｐｓレベルの高速回線を収容するルータか
ら成るネットワーク上を流通する情報量の数秒～
数分の短期変動に対応可能な、情報量のダイナ
ミックな予測が可能なことを実証
◆ネ トワ ク上を流通する情報量の長期変動に

◆トラフィックの短期変動に対応し、
ルータの転送性能を50%以下に低減
可能な、性能予測技術を確立した
◆トラフィック変動に対応した消費電
力モ ドの切替時間が１ 秒以下で

・開発技術の一部を先
行的に実用化開始済。

省エネ
ルータ

◆ネットワーク上を流通する情報量の長期変動に
加え、数秒～数分の短期変動に対応可能なダイナ
ミックな電力可視化技術を確立
◆消費電力モードの切替時間が１ｍｓ以下で、性
能を１６段階以上の粒度で増減可能な転送性能制

力モードの切替時間が１ｍ秒以下で、
性能を１６段階以上に増減可能な性
能制御技術を確立した。
◆電力情報収集のためのサーバー
ルータ間のインタフェース技術を共

○

行的 実用化開始済。
・開発した①②③の要
素技術を連携・応用し
たネットワーク機器の
実用化を目指す。

御技術を開発し、データ流量適応型性能制御技術
の有効性を実証

通基盤技術として確立した。ＩＥＴＦで
の標準化を推進中

◆上記ａ）及びｂ）の開発成果を統合し、ネットワー ◆光パス網を中心とした要素技術の

ネット
ワーク
モデル

◆上記ａ）及びｂ）の開発成果を統合し、ネットワ
ク・ルータトータルとして消費電力の最適化が可能
なネットワークアーキテクチャーを構築するとともに、
ネットワーク・ルータシステムの評価モデルを開発
し、ネットワーク・ルータにおける年間消費電力量
30%以上の削減を検証

◆光パス網を中心とした要素技術の
実現性・消費電力評価と、複数方
式選定方式の提案を実施

◆総合的な将来消費電力を予測し、
複数方式組み合わせによる省電
力効果を確認

○
モデルの普及と、普及
時期に対応した製品の
提案を行っていく

30%以上の削減を検証 力効果を確認
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成果（1）将来の進化を想定した低消費電力アーキテクチャーの開発30
（データセンタ側）

【目的】
光配線を用い、バックプレーンを小型化

背面に
排熱 冷却ファンの光配線を用い、 ックプレ ンを小型化

して排熱効率を高める省電力筐体アーキ
テクチャの開発

【目標と成果 達成度】

排熱
スペース
を創出

高密度ボ ド間光配線

バック
プレーン

ボ ド

消費電力
3６W（30%）削減

基本計画 実施計画 成果・達成度

光電気集積インター 省電力筐体アーキ 従来比30％の省電

【目標と成果・達成度】 高密度ボード間光配線 ボード

サーバの冷却用ファンの消費電力30%を削減

光コネクタ送信器（VCSEL）

ポリマー導波路

LSI
光電気集積
インターポーザ

光電気集積インタ
ポーザーや筐体内
光接続技術等低消
費電力サーバアー
キテクチャの基盤技

省電力筐体ア キ
テクチャの検討

従来比30％の省電
力化を達成

筐体内接続技術の
開発

10Gbps伝送に必要
な光損失合計10dB
以 を達成

MMF

ポリマー導波路

光コネクタ受信器（PD）

ポリマー導波路

LSI

キテクチャの基盤技
術確立と30%低消費
電力化実証

以下を達成

プロトタイプ検証 10Gbps伝送を実証

200 電気伝送
△：量産レベル

トータル光損失5.9dB実現、10Gbps伝送実証

トータル光損失

【今後の実用化・事業化について】
・信頼性等の製品レベル検証および出荷

見極め（2014年）

【ベンチマーク】
NEC

(10G-4ch)

費
電

力
（
W

）

(10G-2ch)

△

△：量産レベル
×：試作レベル
○：学会レベル

Li htP k

△

△

電気伝送
(10G-4ch)

従来筐体+電気伝送

従来筐体+光伝送

150
△

△ AVAGO
(10G-12ch)

×
×

△

電気伝送
(11.5G-4ch)

光伝送による
電力削減

・自社サーバへの適用（2015年）
100

2006 2010 (年)

消
費

LightPeak
(10G-2ch)

2008 2012 2014

従来筐体+光伝送 ×

IBM
(25G)PETRA

(25G-4ch)
☆

当Pj
（光配線筐体)

提案筐体による
冷却効率向上

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果（2） ストレージシステム向け省電力技術の開発31
（データセンタ側）

【目的】
蓄積するデータ量を減らし、ストレージ装置を減らす A B C FA BDF A E …

入力
データ蓄積するデ タ量を減 、 ジ装置を減 す

ことでデータセンターの消費電力を30%削減

【目標と成果・達成度】

デ タ

○

計画計画 最終目標最終目標 成果・達成度成果・達成度

①逐次化方式
の開発

比較容易な小データ（ハッ
シュ値）に変換して可変長
化したデータをディスクへ

冗長性発見と同時にディスク
に書き出したアドレスの検索
を可能とする逐次化方式を実

A B C
D E F

○ ×

× ○

× ○
化したデ タをディスクへ
逐次書き出す技術を開発

を可能とする逐次化方式を実
現したソフトウェアを完成

②冗長性除去
方式の開発

冗長性除去とデータ圧縮を
組み合わせ、ストレージの
物理的な使用量を40%以上

データセンターのストレージ基
盤に適用できる高速冗長性
除去方式を開発し 平均50%

多段ブルームフィルタによる
高速冗長性発見

物理的な使用量を40%以上
削減

除去方式を開発し、平均50%
を超える冗長性除去率を達成

③評価解析
手法の確立

目標とするストレージ使用
量の削減効果が予測でき

少数のサンプルデータから全
データの冗長度を推定する評

ﾌﾟﾗｲﾏﾘ
ｽﾄﾚｰｼﾞ

即時
処理

汎
用

開発技術 ○ ○ ○
る評価方法や解析手法を
開発

価解析手法を開発

【今後の実用化・事業化について】
信頼性を向上 プ ダク や ビ

開発技術 ○ ○ ○

従来A ○ × ×

従来B ○ ○ ×

信頼性を向上し、プロダクトやサービス
への適用を検討中

従来C × × ○

ベンチマーク



グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果（3）クラウド・コンピューティング技術の開発32
（データセンタ側）

【目標と成果・達成度】

【目的】 電力消費効率の高いクラウド運用技術により省電力を目指す

BigData時代のデ タセンタ全体の省エネを実現する５つの技術を研究開発BigData時代のデータセンタ全体の省エネを実現する５つの技術を研究開発
データの「格納」「処理」「転送」の効率を向上させる技術 (1)，(2)，(4)
データアクセスの負荷軽減と負荷に合わせたデータストアノード数の制御 (3)，(5)

基本計画 データセンターサーバシステム
トータルとして消費電力30%削減

実施計画 統合システムを構築し従来比30%以上の
省電力削減と実用性を検証省電力削減と実用性を検証

成果
達成度

・各要素技術を適用した個別システムにて
最大30%以上の消費電力の削減を確認

・次世代モジュールデータセンタによる統
合システムおいて ITシステム単体で30%

【ベンチマーク】
グ

合システムおいて、ITシステム単体で30%
以上、DC全体においても30%以上の消費
電力の削減を達成

【今後の実用化・事業化について】
分散データストアノード停止技術の導入した次世代グ
リーンモジュールデータセンタでの消費電力削減効果

次世代型DC
（クラウド運用

各種技術成果の既存製品事業への適用検討・試行
→ 成果を製品等の一部機能として組み込み事業化

次世代型DC
（クラウド運用
技術なし）

技術あり）
成果を製品等の 部機能として組み込み事業化

成果をオープンソース化することによる社会還元により
普及を図る

従来型DC

成果を既存のオープンソースプロジェクトへ統合
→ オープンソース活用型コンサルティング/ＳＩ事業化

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果（4） 抜熱（冷却ネットワークとナノ流体伝熱による集中管理型
先進冷却システムの開発）

33
（データセンタ側）

先進冷却システムの開発）

【目的】 データセンタの電力省エネルギー化に於いて、最適抜熱方式の検討とシステム構成の開発を
行う事により、データセンタの空調負荷を減らし、空調電力の省エネルギー化を行うこと

○；達成、◎；超過達成

行う事 り、 調負荷を減 、 調電 省 を行う

基本計画 実施計画 成果
達成度

【目標と成果・達成度】

達成度

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ電力
省ｴﾈﾙｷﾞｰ
30%

空調電力
省ｴﾈﾙｷﾞｰ50%

◎

①直接冷却技術 ◎

②間接冷却技術 ◎

【ベ ク】

③ナノ流体技術 ○

④プラグイン技
術

◎

【今後の実用化・事業化について】
第1ステップ：DCニーズによる最適設計・実用化開発

【ベンチマーク】
⑤冷却ﾈｯﾄﾜｰｸ ◎

第1ステップ：DCニ ズによる最適設計 実用化開発
第2ステップ:DC高密度ｻｰﾊﾞｰに組み込み冷却
ネットワークの実証（クラウド分野）・事業者評価を
踏まえビジネス計画及び展開を行う

冷却ネットワーク
ブース型DC実験室



グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果（5） 抜熱（集熱沸騰冷却システムの開発）34
（データセンタ側）

【目的】データセンタ内の電力の約１／２を消費し
ているＩＴ機器と空調設備の冷却電力を削減する

１Ｕサーバ組み込み相変化冷却モジュール

ているＩＴ機器と空調設備の冷却電力を削減する

基本計画 実施計画 成果 達成度

【目標と成果・達成度】
14

16

２７％減 ４６％減

冷却モジュール 冷却モジュール

Ｗ
]

基本計画 実施計画 成果・達成度

高効率冷却システム
技術開発

・サーバに組み込み
65%以上のファン電力
削減実証

・1Uサーバにて、ファ
ン電力70%削減を実証
済

4

6

8

10

12

Ｄ
Ｃ

冷
却

電
力

[ｋ
Ｗ

最適抜熱方式に関す
る基盤技術の確立

・柔軟金属配管とその
接続技術/伝熱シート
開発し、5年間の性能
悪化なきことの実証

・加速試験にて5年間

の性能悪化なきことを
検証済

0

2

4

リファレンス 空冷 水冷

ファン電力 送風電力 ポンプ電力 冷凍電力

省電力特性と実用性
を実証

・データセンタ全体の
冷却電力20%以上削
減実証

・既存のデータセンタ
で27%、局所空調との
併用で46%の冷却電
力削減効果を検証済 削減なし エアダクト

ヒ トパイプ

既存技術

【今後の実用化・事業化について】
高性能な相変化冷却技術と、低コストモジュー

【ベンチマーク】

冷
却
電
力
比

ヒートパイプ

アイルキャップ

開発した
相変化モジュール 局所空調

ル化技術により、サーバをはじめとし、多くの電子
機器への搭載を目指す

ＤＣ施設の追加費用

１０５
６０％削減

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果（6）データセンタの電源システムと最適直流化技術の開発35
（データセンタ側）

【目的】データセンタの電源システムと最適直流化技術の開発
データセンタ・サーバシステムトータルとしてデータセンタの年間消費電力量を３０％以上削減

可能な、データセンタ及びサーバの電源システム最適直流化システムを確立する。

基本計画・実施計画 成果・達成度

【目標と成果・達成度】
ＩＴ機器電源装置

DC

電源アダプティブ制御動作電源アダプティブ制御動作

基本計画 実施計画 成果 達成度

データセンタの年間消費電
力量を３０％以上削減可能
な 適直流

◎

想定交流モデル
に対し 消費電

DC
AC 380V

DC
DC

ＣＰＵ

DC
AC

DC
DC

ＣＰＵ

AC

待機待機

な、電源システム最適直流
化システムを確立

に対し、消費電
力量を３０%以
上削減

蓄電池DC
AC

DC
DC
待機

ＣＰＵ
完全停止

96
効率 [%]

【今後の実用化・事業化について】
・本研究開発における成果を基に、アダプティブマ
ネージメント制御技術を具備したハードウェアを製品
化した。 92

94

96

化した。
・今年度内にNTTグループ内で事業導入を開始し、今
後、国内のデータセンタへ導入拡大を目指す予定で
ある。

・計画としては、データセンタ事業におけるUPS市場の 88

90

92

アダプティブ制御あり

ダプ ブ制御なし
計画としては、デ タセンタ事業におけるUPS市場の
うち約10%程度のシェア獲得を目指す予定である。

86

0 20 40 60 80 100 負荷率 [%]

アダプティブ制御なし



グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果(7)データセンタのモデル設計と総合評価36
（データセンタ側）

【目的】開発成果を統合しエネルギー利用最適化が図れる次世代データセンタ・サーバ
システムの検証モデルを設計、試作し、データセンタ及びサーバにおける年間消費電力

 仮想的な統合評価により30%以上削減可  モジュール型データセンタを設計・構築し実測に

量30%以上の削減を実証する

【成果・達成度】

ストレージ

クラウド・コン
ピューティング

サーバ内
アーキテクチャ

 仮想的な統合評価により30%以上削減可
能であることを検証した

 モジュ ル型デ タセンタを設計 構築し実測に
より30%以上削減可能であることを実証した

抜熱システム

電源システム

デ 全体 費

 機能単位での測定による評価により、
精緻で公平な評価方法を提案

一般的な消費電力
の分解

（装置単位）

IT機器
(サーバー、ストレージ、ネットワークスイッチ)

電源装置
(変圧器、無停電電源装置)

空調装置
(クーラー、チラー等)

サーバー
ファン

PSU

IT機器で消費される電力

全消費電力

データセンタ全体での消費電力

“情報処理機能”による消費電力

機能型
PUE

= 提案する消費電力
の分解

（機能単位）

情報処理機能電力供給機能 冷却機能サーバー
ファン

PSU

情報処理に消費される電力

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果（8）情報のダイナミックフロー測定と分析ツール及び
省 ネルギ 型ル タ技術の開発

37
（ネットワーク側）

省エネルギー型ルータ技術の開発
【研究開発の目標】

ネットワーク部分の年間消費電力を３０％以上削減する革新的な省エネルギー化を可能とするネットワーク・ルー
タに関する要素技術①②③を 平成２４年度までに確立するタに関する要素技術①②③を、平成２４年度までに確立する。

①トラフィック観測・予測・最適性能予測技術 ③電力可視化技術
・トラフィックの短期変動に対応し、ルータの転送性能を50%以下に ・電力情報収集のためのサーバールータ間のインタフェース技

【確立すべき要素技術と成果】

②トラフィック適応型性能制御技術

トラフィックの短期変動に対応し、ル タの転送性能を50%以下に
低減可能な、性能予測技術を確立した。

・トラフィック変動に対応した消費電力モードの切替時間が１ｍ秒以下で、
性能を１６段階以上に増減可能な性能制御技術を確立した

電力情報収集のためのサ バ ル タ間のインタフェ ス技
術を共通基盤技術として確立した。ＩＥＴＦでの標準化を推進中。

【技術比較】

性能を１６段階以上に増減可能な性能制御技術を確立した。

コントローラ

性能指示

トラフィック量

高速

評価結果

エンジン
1

エンジン
2

エンジン
n

インタ
フェース

インタ
フェース

エンジン
n-1

中速

低速

停止

インタ
フェース

インタ
フェース

エンジン
3

インタ
フェース 実環境でのﾙ ﾀ

【今後の実用化・事業化】

フェ スフェ ス
停止

フェ ス フェ スフェ ス

・開発技術の一部を先行的に実用化開始済

【削減効果】
三つの要素技術を適用すれば実環境で３０％以上の電力削減

省ｴﾈﾙｰﾀの概念図

実環境でのﾙｰﾀ
稼動域

・開発技術の 部を先行的に実用化開始済。
・開発した①②③の要素技術を連携・応用し
たネットワーク機器の実用化を目指す。

三つの要素技術を適用すれば実環境で３０％以上の電力削減
が可能である。



グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
公開

成果(9) ＩＴ社会を遠望した、情報の流れと情報量の調査研究
／社会インフラとしてのネ トワ クのモデル設計と総合評価

38
（ネットワーク側）

／社会インフラとしてのネットワークのモデル設計と総合評価

【目的】
光パス網などの新しい方式を組み合わせることにより大

L3 ＩＰ交換網
（項目ｂ））

光 ス網などの新しい方式を組み合わせる とにより大
幅な低消費電力化を図ること
ができる新しいネットワークモデルの提案と、将来の消費電
力の評価を行う。

【 成 達成度】

L1 光パス網

L2 ラベル
スイッチング網

【目標と成果・達成度】

基本計画 実施計画 成果・達成度

将来ネットワーク 中・長・超長期的な技 ネットワークモデルを策定し、
の姿を予見するた
めの調査研究

術、利用形態、コンテ
ンツ、情報量の予測

将来トラフィックとその影響
を予測

電力最適化ネット
ワークアーキテク
チャ技術

システムとしての複数
方式組み合わせネッ
トワ クの省 ネル

光パス網を中心とした要素
技術の実現性・消費電力評
価と 複数方式選定方式の

トラフィックが年率23%増加した場合

チャ技術 トワークの省エネル
ギー性評価

価と、複数方式選定方式の
提案を実施

ネットワーク消費
電力の総合評価

上記項目を踏まえた
将来ネットワークの消
費電力の総合評価

総合的な将来消費電力を
予測し、複数方式組み合わ
せによる省電力効果を確認

【今後の実用化・事業化について】
本課題は将来ネットワークのモデル設計と評価

【ベンチマーク】
将来ネットワーク調査研究 調査でありベンチマークはなし

電力最適化アーキテクチャ システムとして総合的に複数方

費電力の総合評価 せによる省電力効果を確認

が目的で、実用化を直接の目的としないが、モデ
ルの普及と、普及時期に対応した製品の提案を
行っていく。

電力最適化アーキテクチャ システムとして総合的に複数方
式組み合わせによる省電力効果
を検討した例は他にない

消費電力総合評価 評価であり、ベンチマークはなし
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研究開発成果 成果の意義39 研究開発成果 成果 意義

• 市場の創造･拡大

今後の は ネ ト クの強化によ バイ 型 シ クライ ト型になるのは確実– 今後のITは､ネットワークの強化によって､モバイル型､シンクライアント型になるのは確実で、

その要所となるデータセンターとネットワークルータの市場拡大は自明である｡

– エネルギーコストは､データセンター運用コストの１０％から５０％に達すると言われており､

省エネ効果の高いデータセンター ネットワークルータ技術は 市場拡大に必要な技術である省エネ効果の高いデ タセンタ ､ネットワ クル タ技術は､市場拡大に必要な技術である｡

一般に省エネ化技術は社会への訴求力があり､ データセンター､ネットワークにおいても市場競争

力を増す｡

• 技術のグローバル水準

– 光インコネ : 世界中で開発競争が進められており､日本の最先端研究の支援が必要なテーマ

– 抜熱 : ヒートポンプと並んで我が国が高い優位性を持ち､競合技術との比較で優位性

– 電源 : 直流化DCの実証実験が進んでいる｡ 動的制御､PSUの研究は世界的に見て高水準

– 評価指標 : 国際標準化の議論の始まりの中で、先行した指標作り。

– 電子ルータ: 電力制御機能付きルータエンジン､トラフィック予測の例は無く､世界初の技術

光パス : デバイス アーキテクチャとも日本は高水準 適用範囲を広げ実用化する技術が必要– 光パス : デバイス、アーキテクチャとも日本は高水準。適用範囲を広げ実用化する技術が必要

• 新技術領域

– 市場の拡大だけでなく､地球温暖化にとって重要な､日本の得意な領域の新技術である市場の拡大だけでなく､地球温暖化にとって重要な､日本の得意な領域の新技術である
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研究開発成果 成果の意義 (続き)40 研究開発成果 成果 意義 (続き)

・ 成果の汎用性

– 光インコネ ： ボード内の光通信は､今後重要な技術に発展する可能性がある

– 抜熱 ： コストが解決すれば､オフィスや家庭内の熱源の抜熱にも適用可能

– 電源 ： 直流化の効果が出れば､ソーラーや燃料電池など直流分散電源が増える環境で

波及効果が大きい

– 評価指標 ： IT機器の省エネ性を一般的に論じられる可能性がある

– 電子ルータ ： 家庭用のBBルータなどにも適用可能

・ 対予算効果 費用の総額 ７６．６億円

省エネルギー効果 １９１億kWh  (2020年度)省 効果 億 ( 年度)

７４０万tCO2/年

・ 競合技術への優位性

サーバーあるいはサーバーラック単位での省エネ対策が多い中で データセンタ規模で最適化でき– サーバーあるいはサーバーラック単位での省エネ対策が多い中で､データセンタ規模で最適化でき
れば効果が大きい。

– 冷却を省略したコンテナ型の安価･簡便なデータセンターが､日本では法的な整備とともに広がりが
期待されている｡信頼性の点からも本プロジェクトの技術への期待が大きい。

– 光パスと電子ルータは､競合ではなく協調する関係にある。

グリーンネットワーク・システム技術開発プロジェクト 事後評価分科会（2013.09.04）
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４．実用化・事業化に向けての見通し
及び取り組みについて
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実用化・事業化の見通しについて (全体像）42

① エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術

データセンタ

データセンタ

統合システム
ネットワーク
1-a-ウ)
「クラウド・コンピューティング
技術の開発」

統合システム
消費電力30%減

ｽﾄﾚｰｼﾞ使用量
30%減

データサーバ
1-a-イ) 
「ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ向け省電力技術開発」

サーバシステム
1-a-ア)
「将来の進化想定した低消費電力
ア キテクチ の開発

冷却電力
30%減

空調装置 電源システム

アーキテクチャーの開発」

消費電力
30%減空調消費電力空調装置

1-b)
「最適抜熱方式の検討と
システム構成の開発」

電源システム
1-c)
「データセンタの電源ｼｽﾃﾑと
最適直流技術の開発」

30%減空調消費電力
空冷：20%減
水冷：40%減
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実用化・事業化の見通し （シナリオ）43

① エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術

実施者毎に実用化・事業化シナリオを立案・実施実施者毎に実用化・事業化シナリオを立案・実施
 光インターコネクト（NEC）：得られた成果は2014年度までに、 信頼性等の製

品レベル検証及び出荷判断を実施、2015年度の 自社サーバ適用を目指す

 ストレージ（富士通）：技術の性能/品質/信頼性を向上してプロダクトやサー
ビスへの適用検討を進め、数年以内の実用化を目指す

 クラウド：オープンソース化による社会還元を実施済（産総研） コンサルティ クラウド：オ プンソ ス化による社会還元を実施済（産総研）、コンサルティ
ング/ＳＩで 事業化予定（IIJ）、２０１４年度に既存製品事業への適用を試行し、
製品等の一部機能として組み込み数年内の事業化を目指す（NEC）

 冷却ネ トワ ク（SOHKi） 冷却ネ トワ クシステムは DC側のユ ザニ 冷却ネットワーク（SOHKi）：冷却ネットワークシステムは、DC側のユーザニー
ズを踏まえて製品化に向けた設計を推進中

 集熱沸騰冷却（NEC）：2014年度内に冷却モジュールの低コスト化を実現し、
今後3年内に自社製サーバ及び他装置への適用を目指す

 直流電源（NTT-F等）：今年度に製品化及びNTTグループ内で事業導入を開
始し 今後国内のデータセンタにおいて導入拡大を目指す始し、今後国内のデ タセンタにおいて導入拡大を目指す

 モデリング評価（産総研ら）：提案するデータセンタのモデルや評価指標を業
界にアピールすることで、プロジェクトの成果が市場に普及することを目指す
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実用化・事業化の見通し （波及効果）44

クラウドデータセンタを中心とする社会基盤の実現

① エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術

クラウドデータセンタを中心とする社会基盤の実現

あらゆる社会活動がクラウドセンタからのサービスとして供給される世界の実現
→ 多様なサービスのクラウド集約による「省エネルギー社会」を実現

具体的形態

交通交通 高齢社会高齢社会 教育教育

農業農業

省電力型ストレージサービス
・ストレージ容量貸し出しサービスを省電力に実現

省電力なクラウド向けIT製品群クラウド 省電力なクラウド向けIT製品群
・統合システムにより従来比30%以上の省電力特性実現

単相流液冷実装サーバ製品
・サーバルーム空調電力を従来空冷方式より大幅改善

データセンタへのリソース集約による

全体最適化と経済価値への転換

クラウド

サ バル ム空調電力を従来空冷方式より大幅改善

IT機器向け相変化冷却モジュール
・従来空冷式に比し大幅に冷却電力を削減

医療医療

全体最適化と経済価値への転換

直流給電方式データセンタ電源システム
・従来交流給電システムに比し消費電力量を30%以上削減

監視監視 金融金融
医療医療
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実用化・事業化の見通しについて (全体像）45

② 革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発

適 対象 従来 タネ 等 ク全般( 交換網)
電気

ルータ

適用対象 従来のインタネット等のトラフィック全般(ＩＰ交換網) 

省エネ目標 待機時、低負荷時の電力削減により３０％低電力

マイルストン ルータ・プロトの試作・評価、実用化に向けた要素技術確立

ＩＰ交換網 課題 b (電気ルータの省エネ)

ラベル

光パス網

ラ
スイッチング網

省エネ電気ルータ
省エネ光パス網等

の組合せで光パス網
課題 a, c (省エネ光パス網等活用

ネットワークモデル設計)

適 対象 高精細映像通信等 将来 大容量 ク（光パ 網等 振り分 ）

の組合せで
ネットワークシステムと

して３０％省エネ化

光パス網/
電気ルータ

組合せ

適用対象 高精細映像通信等の将来の大容量トラヒック（光パス網等へ振り分け）

省エネ目標 省エネ光パス網(帯域比電力が電気ﾙｰﾀの1/10以上)等の組合せで低電力化

マイルストン 新ネットワークモデル(プロト含)の構築・検証、設計完
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実用化・事業化の見通し （シナリオ）46 実用化 事業化の見通し （シナリオ）

② 革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発

実施者毎に実用化 事業化シナリオを立案 実施実施者毎に実用化・事業化シナリオを立案・実施

 電気ルータ 省エネ化（課題 b : ｱﾗｸｻﾗﾈｯﾄﾜｰｸｽ・日立製作所・横河電機・九工大 ）： 電気ル タ 省エネ化（課題 b : ｱﾗｸｻﾗﾈｯﾄﾜ ｸｽ 日立製作所 横河電機 九工大 ）：

開発技術の一部を先行的に実用化開始 。 (グリーンIT アワード 受賞)
開発した要素技術を連携・応用したネットワーク機器のさらなる実用化を
目指す目指す。

 光パス網活用ネットワークモデル設計（課題 a, c:  産総研・名大・NEC）：

調査研究・モデル設計であり本研究単独で直接製品に反映される実用化を
目指したものではないが、本研究開発で提案するモデルが将来ネットワークの
基礎となりうる。提案モデルをベースとしたマーケティングや、ニーズ顕在化基礎となりうる。提案モデルをベ スとしたマ ケティングや、ニ ズ顕在化
動向をみた試作・製品化などを適宜行い普及を図っていく。
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実用化・事業化の見通し （波及効果）47

② 革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発

IT社会を支えるネットワ クの低消費電力化を推進IT社会を支えるネットワークの低消費電力化を推進

ネットワークは、クラウド時代のITインフラの根幹であり、大量データの通信を
低消費電力で実現することにより、様々なサービスが可能になる。

具体的形態

→ 多様なサービスを低消費電力で提供する「省エネルギー社会」を実現

遠隔コラボ・テレワーク

超高精細映像通信・遠隔訪問

電気ルータの省エネ化
・利用実態に合わせて消費電力を削減
・既存のネットワーク構成方式・ネット

ワークモデルに直ちに適用可能

グリーン・ネットワーク

ワ クモデルに直ちに適用可能

光パス網等を用いた省エネ化
・複数方式を組み合わせた新しいネット
ワーク構成方式で消費電力を削減

パブリックビューイング
ワ ク構成方式で消費電力を削減

・将来を見据えたネットワークモデルを
提案

遠隔教育
遠隔診断

グリーンデータセンター


